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第１章 計画の概要 

１．計画策定の背景と⽬的 

（１）計画策定の趣旨 

住宅とは、⾃然環境や災害から⽣命や財産を守り、⼈⽣の⼤半を過ごす⽋くことので

きない⽣活の基盤であると同時に、社会⽣活や地域のコミュニティ活動を⽀える拠点で

もあります。また、住宅は単なる私的財産にとどまらず、都市や農⼭村を形成する社会

的資産としての性格を有しており、安全、環境、福祉、⽂化等の⾯で社会と密接に関連

しています。 

このことから、住宅とともに周辺環境も含めた住⽣活を豊かにしていくことが、市⺠

⽣活の充実につながると考えます。 

そこで本市では、⽣活及び都市環境の基盤となる住⽣活に関する施策を、計画的かつ

総合的に推進するため、2009（平成 21）年「⾦沢市住⽣活基本計画」を策定しました。

その後、社会情勢等の変化に対応した計画の⾒直しを２回⾏ってきました。 

 

（２）⾒直しの背景と⽬的 

2018（平成 30）年には、「第３次⾦沢市住⽣活基本計画」を策定し、『誰もが「住み

たい」「住み続けたい」と思える住⽣活の実現』を基本理念に、各種施策を推進してきま

した。 

第３次計画の策定から５年が経過する中で、現在の住⽣活を取り巻く状況は、⼤きく

変化しています。⾃然災害が頻発・激甚化するとともに、急速な技術⾰新・DX が進展

し、脱炭素社会の実現に向けた対策も加速化しています。また、少⼦⾼齢化や世帯の少

⼈数化が⼀層進⾏していることに加え、共働き世帯や単⾝⾼齢者世帯の増加などの世帯

構成の変化に加え、コロナ禍を契機とした働き⽅やライフスタイルの変化が⽣じていま

す。 

このような住⽣活を取り巻く社会環境の変化や世帯・価値観の多様化に適応しながら、

次の世代につないでいくためには、住まいの安全・安⼼を確保し、本市の魅⼒をさらに

⾼め、⼀⼈ひとりのライフスタイルに応じた豊かな暮らし⽅を選択できるまちを実現す

る必要があります。 

こうした背景を踏まえ、本市の住⽣活の安定と質の向上を⽬指し、今後の住宅政策を

計画的かつ総合的に推進することを⽬的として、「第４次⾦沢市住⽣活基本計画」を策定

します。 
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２．計画期間 

本計画の計画期間は、2022（令和４）年度から 2031（令和 13）年度までの 10 年間

とします。 

ただし、今後の社会情勢の変化や計画の実施状況に的確に対応する必要がある場合は、

おおむね５年後に適切な政策評価を実施し、計画の⾒直しを⾏います。 

 

３．計画の対象範囲 

（１）対象範囲 

本計画の対象範囲は、⾦沢市の全域とします。 

 

（２）区域の考え⽅ 

本市の住宅・住環境施策は、地域が形成された経緯、暮らしの利便性、⼈⼝減少･⾼齢

化などによって、地域ごとに課題や将来的な⽅向性も異なります。このため、本計画で

は、⾦沢市集約都市形成計画で定める居住誘導区域などを基本としながら、地域の特性

に応じて下記及び次ページに⽰す区域に⼤別します。 

 

区域の名称 区域の概要 

居住誘導区域 

⽇常⽣活に必要なサービス機能や⼀定⽔準の公共交通サービスを確保

し、将来にわたり本市の居住の柱として、⼈⼝密度を維持する区域です。 

まちなか区域や第３次交通戦略で位置づけた「公共交通重要路線」及び

「ふらっとバス」の徒歩圏内、歴史⽂化居住区域などから構成されます。 

 
まちなか 

区  域 

歴史・⽂化や商業・業務、⾏政、交通等の多様な魅⼒が集積する⾦沢の

顔として、住宅を含めた様々な都市機能を誘導する区域です。 

中⼼市街地を含む、近世城下町の都市構造を基盤としており、犀川、浅

野川、ＩＲいしかわ鉄道線・ＪＲ北陸本線、中環状道路に囲まれた区域

と、犀川以南、浅野川以北の旧市街地から構成されます。 

⼀般居住区域 

⾃動⾞や⾃転⾞での移動を主体として、⽇常⽣活に必要な施設を維持

しながらこれまで通りに暮らし続けられる区域です。 

市街化区域のうち、「居住誘導区域」及び次の「その他の区域」以外の

区域が該当します。 

そ の 他 の 

区 域 

既存集落において培われてきた暮らしを、⼤切に継続していく区域で

す。また、⼯業専⽤地域等の居住が制限される区域や災害の危険のある区

域も該当します。 
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■区域の区分図 

 
  

まちなか区域 

その他の区域 一般居住区域 

居住誘導区域 
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４．計画の位置づけ 

本計画は、住⽣活基本法に基づく住⽣活基本計画（全国計画）や全国計画に即して策

定される⽯川県住⽣活基本計画との整合を図りながら、本市の地域特性等を踏まえた住

宅施策を⾏うために策定するものです。 

また、市の上位計画や関連計画と整合・連携を図りながら、住宅・住⽣活に係わる基

本的な考え⽅を⽰すものです。 

 

■計画の位置づけ 

 

  

 

 住⽣活基本法 

2006（H18）年 6 ⽉施⾏ 

住⽣活基本計画（全国計画） 

2021（R3）年 3 ⽉策定 

 

⾦沢市の上位計画等 
新たな都市像と⾏動計画 
（令和５年度以降策定予定） 

国 

⽯川県住⽣活基本計画 

2022（R4）年 3 ⽉策定 

⾦沢市住⽣活基本計画 

2009（H21）年 5 ⽉策定 
2014（H26）年 3 ⽉策定 
2018（H30）年 3 ⽉策定 
2023 （R5） 年 3 ⽉策定 

反映 

【関連する⾦沢市の計画】 

・第２次⾦沢版総合戦略 2020（R2）年 3 ⽉ 
・⾦沢市都市計画マスタープラン 2019（R1）年 8 ⽉ 
・⾦沢市集約都市形成計画 2023（R5）年３⽉ 
・⾦沢市⽊の⽂化都市推進計画 2023（R5）年３⽉ 
・第３次⾦沢市建築物耐震改修促進計画 2021（R3）年 3 ⽉ 
・⾦沢市空き家等管理・活⽤計画 2022（R4）年 3 ⽉  等 

⽯
川
県 

⽯川県⻑期構想 

2016（H28）年 3 ⽉策定 

⾦
沢
市 

整合 


